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共同研究契約書 

 

株式会社●●●（以下「甲」という。）と地方独立行政法人神奈川県立産業技術総合研究所（以

下「乙」という。）とは、甲が乙の令和８年度神奈川県まち・ひと・しごと創生基金に係る再生・

細胞医療産業化支援拡充事業 「再生・細胞医療分野に関する技術の事業化に向けた研究開発支

援」に係る研究プロジェクトに採択されたことを受けて、甲及び乙が採択課題である「○○○○」

を共同して研究を実施するにあたり、以下の条項のとおり共同研究契約（以下「本契約」という。）

を締結する。 

 

（用語の定義） 

第１条 本契約において「発明等」とは、特許権の対象となるものについては発明、実用新案権

の対象となるものについては考案、意匠権、回路配置利用権及びプログラム等の著作権の対象

となるものについては創作、商標権の対象となるものについては商標、育成者権の対象となる

ものについては育成並びにノウハウを使用する権利の対象となるものについては案出をいう。 

２ 本契約において「知的財産権」とは、次の各号に掲げるものをいう。 

（１） 特許権、実用新案権、意匠権、商標権、半導体集積回路の回路配置に関する法律に規定

する回路配置利用権、種苗法に規定する育成者権、及び外国における前記各権利に相当する

権利 

（２） 特許を受ける権利、実用新案登録を受ける権利、意匠登録を受ける権利、商標登録出願

により生じた権利、回路配置利用権の設定の登録を受ける権利、品種登録を受ける地位、及

び外国における前記各権利に相当する権利 

（３） 著作権法に規定するプログラムの著作物及びデータベースの著作物の著作権並びに外国

における前記各権利に相当する権利 

（４） 前各号に掲げる権利の対象とならない技術情報のうち秘匿することが可能なものであっ

て、かつ、財産的価値のあるもののなかから、当該技術情報を保有する当事者が、特に指定

するもの（以下「ノウハウ」という。）に関する権利 

 

（共同研究の実施） 

第２条 甲及び乙は、本契約の定めに従って、相互に協力して次の共同研究（以下「本共同研究」

という。）を実施する。  

（１） 研究課題名 

「●●●」 

（２） 研究計画 

別紙 研究計画書のとおり 

（３） 研究実施場所 

甲：株式会社●●● 

  ●●県●●市●●区●●▼丁目●●− ●● 

乙：地方独立行政法人神奈川県立産業技術総合研究所   

次世代ライフサイエンス技術開発プロジェクト 

神奈川県川崎市川崎区殿町 3丁目 25－13 

神奈川県川崎市川崎区殿町 3丁目 25－10 
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（４） 研究実施期間 

契約締結日から令和９年３月 17日まで 

 

（研究担当者） 

第３条 甲及び乙は、それぞれ別表１に掲げる者を研究担当者として本共同研究に参加させる。 

２ 甲及び乙は、前項に規定する研究担当者のうち、各１名を研究代表者として指名する。 

３ 甲及び乙は、自己に所属する者を新たに研究担当者として参加させようとする場合は、事前

に相手方に書面で通知する。また、研究担当者に変動があったときは、速やかに相手方に書面

で通知する。 

 

（研究業務の分担） 

第４条 甲及び乙は、それぞれ別表２に掲げる研究業務を分担する。 

 

（研究計画） 

第５条 甲及び乙は、別紙の研究計画書の記載に基づき本共同研究を遂行する。 

 

（施設等の使用） 

第６条 甲及び乙は、本共同研究の実施に必要な範囲内で、自己の施設、機器等を本共同研究の

用に供するものとする。 

 

（研究試料の供与等） 

第７条 甲は、乙に対し、本共同研究を遂行する目的で甲が保有する次の研究試料を提供する。

この場合において、研究試料の引渡しに要する費用は、甲が負担する。 

名称  ： ●●● 

提供数量： ●●● 

２ 乙は、甲の事前の文書による同意なく、受領した研究試料を本共同研究以外の目的に使用し、

又は第三者に提供してはならない。 

３ 乙は、研究試料を善良な管理者の注意をもって管理し、慎重かつ十分な配慮のもと効率的に

使用するように努めなければならない。 

４ 乙は、本共同研究終了後、遅滞なく、研究試料の数量、受領年月日、使用状況及び残存状況

を、甲に報告するとともに、乙の指示に従い、乙に返却又は廃棄しなければならない。 

 

（費用の負担） 

第８条 本研究を実施するための費用は、甲乙それぞれで負担する。ただし、研究遂行上の必要

性について、甲及び乙が別途協議し合意した場合にはこの限りではない。 

 

（研究情報の交換） 

第９条 甲及び乙は、本共同研究を実施するために、本共同研究によって得られた技術情報、及

び自己の保有する技術情報を必要な範囲で相互に交換する。ただし、第三者との取り決めによ

って甲又は乙が開示を制限されている技術情報等はこの限りでない。 
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（実施報告書の作成） 

第１０条 甲及び乙は、本共同研究によって得られた研究成果について、双方協力して、令和９

年３月 19日までに実施報告書を取りまとめるものとする。 

２ 前項に定める実施報告書は２部作成し、甲及び乙がそれぞれ保管する。 

 

（知的財産権の帰属、登録出願等） 

第１１条 甲及び乙は、本共同研究の実施に伴い、自己に所属する研究担当者が発明等（ただし、

第１６条の対象となるものを除く。以下、本条において同じ。）をなした場合は、速やかに相

手方に通知しなければならない。この場合において、甲及び乙は、当該発明等が一方当事者の

単独で又は双方当事者の共同でなされたものかどうか、並びに当該発明等に係る知的財産権の

持分及び登録出願等の可否について協議する。 

２ 本共同研究の実施に伴い得られた発明等に係る知的財産権は、その発明等をなした者に帰属

することを原則とし、甲及び乙は、それぞれ自己に所属する研究担当者の保有する当該知的財

産権の持分を承継する。この場合において、甲及び乙は、そのために必要な譲渡証書及び同意

証書の取得、契約の締結その他の内部的措置をとるとともに、相手方が必要に応じて求める当

該証書、契約書等の写しを提供する。 

３ 第１項後段において当該発明等が双方当事者の共同でなされたものである場合において、前

項の規定に則り甲及び乙が共有することとなった知的財産権（以下「共有知的財産権」という。）

に係る登録出願等を行うときは、甲及び乙の共同出願による。 

４ 前二項の規定にかかわらず、一方当事者が自己に所属する研究担当者から知的財産権の持分

を承継せず、あるいは知的財産権の登録出願等を行わないときは、相手方にその旨を通知する。

この場合において、当該相手方は単独で登録出願等を行うことができ、当該一方当事者はその

ための手続に協力する。 

５ 第１項後段において当該発明等が一方当事者の単独でなされたものである場合において、該

当当事者は、当該発明等に係る知的財産権の登録出願等を行うときは、当該発明等が自ら単独

でなしたものであることについて事前に相手方の確認を得る。 

６ 甲及び乙以外の第三者が発明等に寄与した場合には、その者を当該発明等に係る知的財産権

の共有者に加えることができる。この場合において、その者の知的財産権の持分は前各号の規

定に準じて定める。 

 

（共有知的財産権の維持管理等） 

第１２条 共有知的財産権に関する登録出願等、権利化及び維持管理等の手続は原則として甲が

行い、当該諸手続に要する費用は甲が負担する。 

２ 本契約に定めるもののほか、共有知的財産権の持分、登録出願等、権利化、維持管理、実施

又は実施許諾等といった事項に関する詳細については、甲及び乙が別途協議して締結する共同

出願契約書等に定める。 

 

（共有知的財産権等の実施等） 

第１３条 乙は、共有知的財産権について商業的な実施をしない。ただし、乙が非営利目的の事

業において行う実施はかかる実施に含まれず、乙の発明者が所属する大学又は公的機関等（異

動ないし退職後を含む。）による実施の場合も同様とする。 

２ 甲は、前条第２項の契約に先立ち、乙と協議のうえ、共有知的財産権について以下の各号の

うちいずれを選択するか定めるものとする。 
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（１）非独占的実施：甲は共有知的財産権を非独占的に実施することができ、乙は第三者へ実施

許諾を行うことができる。 

（２）独占的実施：甲は、共有知的財産権を独占的に実施することができ、乙は第三者への実施

許諾を行わない。 

３ 甲は、共有知的財産権について、事前に甲及び乙が協議して定める実施料その他の実施条件

に従って実施をしなければならない。 

４ 甲及び乙は、共有知的財産権について、事前に相手方の書面による同意を得ることなく、第

三者に譲渡し、独占的な実施権を許諾し、又は担保に供してはならない。 

５ 乙は、第１１条第４項の規定により乙の単独所有となった知的財産権について、甲が実施の

希望を乙に申し入れた場合、乙はその実施許諾の協議に応じる。 

 

（第三者への実施許諾等） 

第１４条 甲は、共有知的財産権について、第三者に対して実施許諾を行うことができる。 

２ 乙は、前条第２項において甲が非独占的な扱いを選択した場合に限り、共有知的財産権につ

いて、第三者に対して実施許諾を行うことができる。 

３ 甲及び乙は、前二項の実施許諾に際し、相手方及び前記第三者の意見を聴いて当該実施権の

範囲、実施料その他の実施条件を定める。また、その実施料については、当該実施許諾の事務

を担当する当事者が当該第三者から徴収し、持分に応じて相手方に分配する。 

４  前条第２項において、甲が独占的な扱いを選択した場合において、甲が共有知的財産権に

ついて、その登録出願等の日から３年間経過した後も実施（専ら自らのために第三者に実施を

させることを含む。）をせず、第三者に対して実施許諾もしないほか、しかるべき事業計画に

基づいて実施をする予定のない場合は、独占的な扱いは解消する。 

 

（外国出願） 

第１５条 甲及び乙は、共有知的財産権について外国で登録出願等を行おうとする場合は、事前

に双方協議のうえ合意により決定する。 

２ 前四条及び次条の規定は、外国における各知的財産権に相当する権利について準用する。た

だし、これにより難いときは、甲及び乙が協議のうえ別段の定めをすることができる。 

 

（著作物・ノウハウ） 

第１６条 第１１条（知的財産権の帰属、登録出願等）（第１項前段かっこ書を除く。）、第１３

条（共有知的財産権等の実施等）、第１４条（第三者への実施許諾等）及び第１５条（外国出

願）第２項の規定は、本共同研究の実施に伴い得られるプログラム又はデータベースの著作物

（以下「プログラム等の著作物という。）及びノウハウについて準用する。この場合において、

行政庁等への登録出願等を要しない知的財産権については、「登録出願等」とあるのを「各当

事者の内部登録又は認定」と読み替えて適用する。また、甲及び乙は、プログラム等の著作物

の著作権の持分を自己に所属する研究担当者から承継するにあたり、併せて著作権法第２７条

及び第２８条に定める権利を承継する。 

２ 甲及び乙は、前項の対象が共同してなしたプログラム等の著作物である場合、相手方及び

当該著作物の正当な利用権原を有する第三者に対して著作権法第１８条から第２０条までに

定める著作者人格権を行使せず、自己に所属する研究担当者が著作者人格権を有するときは、

その者に対して同様の義務を負わせる。 
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（研究成果物） 

第１７条 本共同研究の結果又はその過程において得られた次の各号に例示する有形又は無形

の研究成果物（発明等の対象とされるものは除く。）は、原則として作製費用又は材料等を負

担した者に帰属する。ただし、これにより難いときは、その帰属、取扱い、維持管理等の詳細

について、甲及び乙が別途協議のうえ定める。 

（１）成果情報等コンピュータプログラム、データ、データベース、図面・図表、写真、音声、

画像による学術情報又は技術情報及びこれらが記録された紙又は電磁的記録媒体（これらの

複製物を含む）。 

（２）研究試料等試料、材料、試作品、実験装置、ソフトウエア（装置等に搭載して用いられる

もの）等であって、学術的若しくは技術的価値又は財産的価値のあるもの（これらの中間体

ないし部品、複製物等を含む）。 

２ 前項柱書に定める権利の帰属にかかわらず、本共同研究において乙が実施したシングルセル

RNA シーケンスにより取得、解析したデータについては、乙の非営利目的の事業において利用

することができる。ただし、事前に甲の書面による同意を得ることなく第三者に当該データを

開示してはならない。 

３ 前項柱書に定める権利の帰属にかかわらず、本共同研究の実施に伴う研究計画書並びに第１

０条の規定に従って乙と甲で取りまとめた実施報告書（以下「成果書類」という）に係る著作

権（著作権法第 27条及び第 28条で定める権利を含む。）を含む一切の権利は、その生じた時か

ら乙に帰属する。 

４ 甲は成果書類について著作者人格権を一切行使しないものとする。 

 

（研究成果の発表） 

第１８条 甲及び乙は、共同してなした本共同研究の成果を外部に発表しようとする場合は、事

前に発表の主体、方法、時期、内容等について相手方に通知し、書面による事前の承諾を得る。

ただし、当該相手方は、正当な理由なくかかる承諾を拒んではならない。 

 

（秘密保持） 

第１９条 甲及び乙は、本共同研究の実施に伴い相手方から開示若しくは提供を受け、又は知得

した技術上若しくは営業上の情報、本共同研究の成果に関する情報及び本契約の内容（以下、

包括して「秘密情報」という。）について、これを秘密として管理し、相手方の事前の書面に

よる承諾を得ることなく第三者に開示又は提供してはならない。ただし、次の各号のいずれか

に該当する情報については、秘密情報から除外される。 

（１）開示若しくは提供を受け、又は知得した際、既に自己が保有していたことを証明できる情

報 

（２）開示若しくは提供を受け、又は知得した際、既に公知となっている情報 

（３）開示若しくは提供を受け、又は知得した際、自己の責めによらずに公知となった情報 

（４）正当な権原を有する第三者から適法に取得したことを証明できる内容 

（５）相手方から開示された情報によらずに独自に開発又は取得していたことを証明できる情報 

２ 前項の規定にかかわらず、相手方より秘密情報を受領した当事者は、法令により開示を強制

された場合は、当該法令の範囲内で秘密を保持するための措置をとることを当該第三者に要求

した上で、当該秘密情報を第三者に開示又は提供することができる。 

３ 甲及び乙は、本共同研究の実施に必要な範囲で自己の役員又は従業員のみに相手方の秘密情

報を開示し、当該役員又は従業員に対して、本共同研究の従事を離れた後も含めて相手方の秘
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密情報の秘密を保持する義務を負わせる。 

４ 甲及び乙は、相手方の秘密情報を本共同研究以外の目的に使用してはならない。ただし、書

面により事前に相手方の同意を得た場合はこの限りでない。 

５ 甲及び乙は、本共同研究の成果に関する情報について、秘密情報と同様に管理する。 

６ 前五項の規定は、秘密情報が化体した研究試料等について準用する。 

７ 第１項、第３項及び第４項の規定にかかわらず、乙は県に対し神奈川県まち・ひと・しごと

創生基金に係る再生・細胞医療産業化支援拡充事業及び報告のために必要な範囲で、秘密情報

を開示又は提供することができる。 

 

（契約の期間） 

第２０条 本契約の期間は、第２条第４号の研究実施期間と同一とする。ただし、甲及び乙が別

途協議して合意のうえ更新することができる。 

２ 前項の更新に係る協議を行う場合、甲及び乙は本契約内容の見直しについても併せて協議す

る。 

３ 第１項の規定にかかわらず、本契約終了後も、第１１条から第１６条（知的財産権の帰属、

登録出願等）（共有知的財産権の維持管理等）（共有知的財産権等の実施等）（第三者への実施

許諾等）（外国出願）（著作物・ノウハウ）までの規定は対象となる知的財産権が消滅するまで、

第１８条（研究成果の発表）の規定は本契約終了後３年間、第１９条（秘密保持）の規定は各

秘密情報受領後３年間、本項及び第２１条（輸出管理）、第２５条（損害賠償）、第２６条（譲

渡禁止等）及び第２８条（準拠法・紛争解決）の規定は当該各条項に定める期間又は当該各条

項の対象事項が全て消滅するまで有効に存続する。 

 

（輸出管理） 

第２１条 甲及び乙は、本契約に基づき相手方から提供を受けた（売却、譲渡、貸与その他あら

ゆる手段により提供を受ける場合を含む。）貨物及び開示された情報を国際的な平和及び安全

の維持の妨げとなる意思を有する第三者に対して移転してはならない。 

２ 甲及び乙は、本契約の履行に際し、「外国為替及び外国貿易法」及びこれに関連する法令並

びに輸出先の輸出管理に関する法令及び規則、米国輸出管理規則を遵守しなければならない。 

 

（反社会的勢力の排除） 

第２２条 甲及び乙は、自ら又は自らの役職員及び従業員が暴力団、暴力団員、暴力団関係者そ

の他の反社会的勢力でないこと及びこれら反社会的勢力と関係を持たないことを表明し、相手

方がこれに違反したときは、催告その他の手続きを要せずして本契約を解除又は解約できる。 

 

（個人情報の保護） 

第２３条 甲及び乙は、本契約による研究実施のために個人情報を取り扱う場合は、研究実施マ

ニュアル 別紙 個人情報保護に係る規定の趣旨を踏まえ、個人情報保護のために実施機関の規

定等を遵守しなければならない。 

 

（契約の解除） 

第２４条 甲及び乙は、相手方が次の各号のいずれかに該当し、催告後３０日以内に是正されな

い場合は、本契約を解除することができる。 

（１）本契約の履行に関し、不正又は不当の行為をしたとき 
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（２）本契約内容に違背したとき 

（３）本共同研究を継続することが困難になったとき 

 

（損害賠償） 

第２５条 甲又は乙は、前条第１号又は第２号に掲げる事由その他相手方の故意又は過失によっ

て損害を被った場合は、その賠償を請求することができる。 

 

（譲渡禁止等） 

第２６条 甲及び乙は、本契約に別途定める場合を除き、事前に相手方の書面による承諾を得る

ことなく、本契約に基づき発生した権利及び義務の全部若しくは一部を第三者に譲渡し、又は

担保に供してはならず、あるいは本契約上の地位を第三者に譲渡してはならない。 

 

（契約の変更・解約等） 

第２７条 本契約に定めるもののほか、必要な事項については、甲及び乙が協議して定める。 

２ 本契約の内容を変更し、又は本契約を解約しようとする場合は、甲及び乙が協議のうえ合意

により決定する。 

 

（準拠法・紛争解決） 

第２８条 本契約の準拠法は日本法とする。 

２ 本契約に定めのない事項又は本契約の解釈若しくは運用に疑義が生じた場合は、甲及び乙が

誠意をもって協議し、友好的解決を図るよう最善の努力を払う。 

３ 本契約に関し発生する紛争については、東京地方裁判所をもって第一審の専属的合意管轄裁

判所とする。 

 

 

 本契約の締結を証するため、本契約書を２通作成し、甲乙記名押印のうえ各自その１通を保管

する。 

 

令和８年●月●日 

 

甲 ●●県●●市●●区●●▼丁目●●− ●● 

  ●●● 

  ●●●           印 

 

 

乙 神奈川県海老名市下今泉 705番地の１ 

  地方独立行政法人神奈川県立産業技術総合研究所 

  理事長    北森 武彦       印 
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別表１（第３条関係） 

 氏名（◎は研究代表者） 所属部署・職名 

甲 
◎  

乙 
◎ 

 

 

 

 

別表２（第４条関係） 

 研究業務分担の内容 

甲  

乙  

 


	●●●
	●●●　　　　　　　　　　　印
	乙　神奈川県海老名市下今泉705番地の１
	地方独立行政法人神奈川県立産業技術総合研究所
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